
Ⅰ　指定介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

１　介護予防訪問介護費

注 注 注 注 注
介護職員初任者
研修課程を修了し
たサービス提供責
任者を配置してい
る場合

事業所と同一建物
の利用者又はこれ
以外の同一建物の
利用者20人以上
にサービスを行う場
合

特別地域介護予
防訪問介護加算

中山間地域等にお
ける小規模事業所
加算

中山間地域等に居
住する者へのサー
ビス提供加算

（１）介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　（1月につき　＋所定単位×８６／１０００）

（２）介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　（1月につき　＋所定単位×４８／１０００）

（３）介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　（１月につき　＋（２）の９０／１００）

（４）介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
　　（1月につき　＋（２）の８０／１００）

　

２　介護予防訪問入浴介護費

注 注 注 注 注 注
介護職員2人が
行った場合

全身入浴が困難
で、清拭又は部分
浴を実施した場合

事業所と同一建物
の利用者又はこれ
以外の同一建物の
利用者20人以上
にサービスを行う場
合

特別地域介護予
防訪問入浴介護
加算

中山間地域等にお
ける小規模事業所
加算

中山間地域等に居
住する者へのサー
ビス提供加算

（１）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　（１月につき　＋所定単位×３４／１０００）

（２）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　（１月につき　＋所定単位×１９／１０００）

（３）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　（１月につき　＋（２）の９０／１００）

（４）　介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
　　（１月につき　＋（２）の８０／１００）

基本部分

イ　介護予防訪問介護費（Ⅰ）

要支援１・２
　　　週1回程度の介護予防訪問介護
　　　が必要とされた者
　　　（１月につき　１，１６８単位）

×７０／１００ ×９０／１００ ＋１５／１００ ＋１０／１００ ＋５／１００ロ　介護予防訪問介護費（Ⅱ）

要支援１・２
　　　週２回程度の介護予防訪問介護
　　　が必要とされた者
　　　（１月につき　２，３３５単位）

ハ　介護予防訪問介護費（Ⅲ）

要支援２
　　　週２回を超える程度の介護予防
　　　訪問介護が必要とされた者
　　　（１月につき　３，７０４単位）

ニ　初回加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１月につき　＋２００単位）

ホ　生活機能向上連携加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　＋１００単位）

へ　介護職員処遇改善加算

注
所定単位は、イからホまでにより算定した単
位数の合計

　：　特別地域介護予防訪問介護加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算、介護職員処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外
　　の算定項目

基本部分

イ　介護予防訪問入浴介護費　　　（１回につき　８３４単位） ×９５／１００ ×７０／１００ ×９０／１００ ＋１５／１００ ＋１０／１００

　：　特別地域介護予防訪問入浴介護加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算、サービス提供体制強化加算、介護職員処遇改善加算
は、支給限度額管理の対象外の算定項目

＋５／１００

ロ　サービス提供体制強化
　　加算

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ
　　（１回につき　＋３６単位）

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ
　　（１回につき　＋２４単位）

ハ　介護職員処遇改善加算

注
所定単位は、イからロまでにより算定した単位数の合計

 
 [脚注] 
   １．単位数算定記号の説明 
     ＋○○単位    ⇒   所定単位数 ＋ ○○単位 
     －○○単位    ⇒   所定単位数 － ○○単位 
     ×○○／１００  ⇒   所定単位数 × ○○／１００ 
     ＋○○／１００  ⇒   所定単位数 ＋ 所定単位数×○○／１００ 
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６　介護予防通所介護費

注 注 注

利用者の数が利
用定員を超える場
合

又
は

看護・介護職員の
員数が基準に満た
ない場合

中山間地域等に
居住する者への
サービス提供加算

若年性認知症利
用者受入加算

事業所と同一建
物に居住する者又
は同一建物から利
用する者に介護予
防通所介護を行う
場合

運動器機能向上及び栄養改善
　　　　　　（１月につき　４８０単位を加算）

運動器機能向上及び口腔機能向上
　　　　　　（１月につき　４８０単位を加算）

栄養改善及び口腔機能向上
　　　　　　（１月につき　４８０単位を加算）

（２）　選択的サービス複数実施
　　加算（Ⅱ）

運動器機能向上、栄養改善及び口腔機能向上
　　　　　　（１月につき　７００単位を加算）

要支援１　（１月につき　７２単位を加算）

要支援２　（１月につき　１４４単位を加算）

要支援１　（１月につき　４８単位を加算）

要支援２　（１月につき　９６単位を加算）

要支援１　（１月につき　２４単位を加算）

要支援２　（１月につき　４８単位を加算）

　：　中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算、サービス提供体制強化加算、介護職員処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

７　介護予防通所リハビリテーション費

注 注 注

利用者の数が利
用定員を超える場
合

又
は

医師、理学療法
士・作業療法士・
言語聴覚士、看
護・介護職員の員
数が基準に満たな
い場合

中山間地域等に
居住する者への
サービス提供加算

若年性認知症利
用者受入加算

事業所と同一建
物に居住する者又
は同一建物から利
用する者に介護予
防通所リハビリ
テーションを行う場
合

要支援１
　　　　（1月につき　１，８１２単位）

－３７６単位

要支援２
　　　　（1月につき　３，７１５単位）

－７５２単位

要支援１
　　　　（1月につき　１，８１２単位）

－３７６単位

要支援２
　　　　（1月につき　３，７１５単位）

－７５２単位

運動器機能向上及び栄養改善
　　　　　　（１月につき　４８０単位を加算）

運動器機能向上及び口腔機能向上
　　　　　　（１月につき　４８０単位を加算）

栄養改善及び口腔機能向上
　　　　　　（１月につき　４８０単位を加算）

（２）　選択的サービス複数実施
　　加算（Ⅱ）

運動器機能向上、栄養改善及び口腔機能向上
　　　　　　（１月につき　７００単位を加算）

要支援１　（１月につき　７２単位を加算）

要支援２　（１月につき　１４４単位を加算）

要支援１　（１月につき　４８単位を加算）

要支援２　（１月につき　９６単位を加算）

要支援１　（１月につき　２４単位を加算）

要支援２　（１月につき　４８単位を加算）

　：　中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算、サービス提供体制強化加算、介護職員処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

基本部分

注

イ　介護予防通所介護費

要支援１
　　　　（1月につき　１，６４７単位）

×７０／１００ ×７０／１００ ＋５／１００
１月につき

＋２４０単位

－３７６単位

要支援２
　　　　（1月につき　３，３７７単位）

－７５２単位

ロ　生活機能向上グループ活動加算　         　　　（1月につき　１００単位を加算）

ハ　運動器機能向上加算　 　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　２２５単位を加算）

ニ　栄養改善加算　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　（1月につき　１５０単位を加算）

ホ　口腔機能向上加算　　　 　　　　　　　　　　 　　　(1月につき　１５０単位を加算）

ヘ　選択的サービス
　　複数実施加算

（１）　選択的サービス複数実施
　　加算（Ⅰ）

ト　事業所評価加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　１２０単位を加算）

チ　サービス提供
　　体制強化加算

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

リ　介護職員処遇
　　改善加算

（１）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋所定単位×４０／１０００）

注
所定単位は、イからチまでにより算定
した単位数の合計

（２）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋所定単位×２２／１０００）

（３）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋（２）の９０／１００）

（４）　介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋（２）の８０／１００）

基本部分

注

イ　介護予防通所
　　リハビリテーション費

病院又は診療所の場合

×７０／１００ ×７０／１００ ＋５／１００
１月につき

＋２４０単位

介護老人保健施設の場合

ロ　運動器機能向上加算　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　２２５単位を加算）

ハ　栄養改善加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　１５０単位を加算）

ニ　口腔機能向上加算　　 　　　　　　　　　　　　　　　 （1月につき　１５０単位を加算）

ホ　選択的サービス
　　複数実施加算

（１）　選択的サービス複数実施
　　加算（Ⅰ）

ヘ　事業所評価加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　１２０単位を加算）

ト　サービス提供体
　　制強化加算

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

チ　介護職員処遇
　　改善加算

（１）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　（1月につき　＋所定単位×３４／１０００）

注
所定単位は、イからトまでにより算定し
た単位数の合計

（２）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　（1月につき　＋所定単位×１９／１０００）

（３）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　（1月につき　＋（２）の９０／１００）

（４）　介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
　　　　　　　　　　　　（1月につき　＋（２）の８０／１００）
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	イ介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費

	ロ療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

	ハ診療所における介護予防短期入所療養介護費

	ニ老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入
所療養介護費


	10 介護予防特定施設入居者生活介護費

	11 介護予防福祉用具貸与費


	別紙１－６：指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

	１ 介護予防認知症対応型通所介護費

	２ 介護予防小規模多機能型居宅介護費

	３ 介護予防認知症対応型共同生活介護費

	イ介護予防認知症対応型共同生活介護

	ロ介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費



	別紙１－７：指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準

	介護予防支援費



	算定に関する基準（平成27年8月施行予定分）

	別紙２－１：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

	８ 短期入所生活介護費


	別紙２－２：指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準
（平成２７年８月施行予定分）

	１ 介護福祉施設サービス


	別紙２－３：指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準

	７ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護


	別紙２－４：指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

	８ 介護予防短期入所生活介護費



	算定に関する基準（平成28年4月施行予定分）

	別紙３－１：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（平成２８年４月施行予定分）

	６ 通所介護費


	別紙３－２：指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（平成２８年４月施行予定分）
	６ 通所介護費


	別紙３－２：指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（平成２８年４月施行予定分）
	１ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費

	２の２ 地域密着型通所介護費

	３ 認知症対応型通所介護費



	平成27年4月施行分

	参考４－１：
一単位の単価
	参考４－２：介護保険法施行規則第六十八条第三項及び第八十七条第 三項に規定する厚生労働大臣が定めるところにより算定した費用の額

	参考４－３：特定介護保険施設等における居住等に要する平均的な費用の額　並びに　特定介護予防サービス事業者における滞在に要する平均的な費用の額
 
	参考４－４：居住費の負担限度額及び
滞在費の負担限度額 
	参考４－５：特定介護老人福祉施設における居住に要する平均的な費用の額

	参考４－６：居住
費の特定負担限度額 

	平成27年8月施行分

	参考５－１：特定介護保険施設等における居住等に要する平均的な費用の額　並びに　特定介護予防サービス事業者における滞在に要する平均的な費用の額

	参考５－２：居住費の負担限度額　及び　
滞在費の負担限度額
	参考５－３：特定介護老人福祉施設における居住に要する平均的な費用の額


	平成28年4月分

	参考６－１：
一単位の単価
	参考６－２：介護保険法施行規則第六十八条第三項及び第八十七条第
三項に規定する厚生労働大臣が定めるところにより算定した費用の額


	算定構造

	介護サービス

	Ⅰ　指定居宅サービス介護給付費単位数の算定構造
	１　訪問介護費
	２　訪問入浴介護費

	３　訪問看護費

	４　訪問リハビリテーション費

	５　居宅療養管理指導費

	６　通所介護費（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

	６　通所介護費（平成28年4月1日～）

	７　通所リハビリテーション費

	８　短期入所生活介護費(平成27年4月1日～平成27年7月31日)

	８　短期入所生活介護費(平成27年8月1日～)
	９　短期入所療養介護費

	イ　介護老人保健施設における短期入所療養介護費

	ロ　療養病床を有する病院における短期入所療養介護費

	
ハ　診療所における短期入所療養介護費 
	ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における短期入所療養介護費


	１
０　特定施設入居者生活介護費 
	１１　福祉用具貸与費


	Ⅱ　指定居宅介護支援介護給付費単位数の算定構造

	居宅介護支援費


	Ⅲ　指定施設サービス等介護給付費単位数の算定構造

	１　介護福祉施設サービス（平成27年4月1日～平成27年7月31日）

	１　介護福祉施設サービス（平成27年8月1日～）

	２　介護保健施設サービス

	３　介護療養施設サービス
	イ　療養病床を有する病院における介護療養施設サービス

	ロ　療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス

	ハ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護療養施設サービス




	介護予防サービス

	Ⅰ　指定介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造
	１　介護予防訪問介護費

	２　介護予防訪問入浴介護費

	３　介護予防訪問看護費

	４　介護予防訪問リハビリテーション費

	５　介護予防居宅療養管理指導費

	６　介護予防通所介護費

	７　介護予防通所リハビリテーション費

	８　介護予防短期入所生活介護費（平成27年4月1日～平成27年7月31日）

	８　介護予防短期入所生活介護費（平成27年8月1日～）

	９　介護予防短期入所療養介護費

	イ　介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費

	
ロ　療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費 
	ハ　診療所における介護予防短期入所療養介護費

	ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入所療養介護費


	１０　介護予防特定施設入居者生活介護費

	１１　介護予防福祉用具貸与費


	Ⅱ　指定介護予防支援介護給付費単位数の算定構造
	介護予防支援費



	地域密着型サービス

	Ⅰ　指定地域密着型サービス介護給付費単位数の算定構造
	１　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費

	２　夜間対応型訪問介護費

	３　認知症対応型通所介護費

	４　小規模多機能型居宅介護費

	５　認知症対応型共同生活介護費

	６　地域密着型特定施設入居者生活介護費

	７　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（平成27年4月1日～平成27年7月31日）

	７　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（平成27年8月1日～）

	８　複合型サービス費

	９　地域密着型通所介護費（平成28年4月1日～）


	Ⅱ　指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造
	１　介護予防認知症対応型通所介護費

	２　介護予防小規模多機能型居宅介護費

	３　介護予防認知症対応型共同生活介護費




	（別紙１）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（
居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援） 
	介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）


	（別紙１－２）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（
介護予防サービス・介護予防支援）
	介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）

	（別紙１－３）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（
地域密着型サービス・地域密着型介護予防サービス）
	介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）

	介護保険審査支払システムの対応について
	資料１－１及び資料１－３の訂正

	【参考資料】 平成27 年度介護報酬改定に関する審議報告（社保審２０１５０１０９)】

	Ⅰ 平成27 年度介護報酬改定に係る基本的な考え方

	１．基本認識

	２．平成27 年度介護報酬改定の基本的な考え方


	Ⅱ 平成27 年度介護報酬改定の基本的な考え方とその対応

	１.中重度の要介護者や認知症高齢者への対応の更なる強化

	２.介護人材確保対策の推進

	３.サービス評価の適正化と効率的なサービス提供体制の構築


	Ⅲ 各サービスの報酬・基準に係る見直しの基本的な方向

	１．居宅介護支援

	２．訪問系サービス

	(1) 訪問介護

	(2) 訪問看護

	(3) 訪問リハビリテーション

	(4) 集合住宅に居住する利用者へのサービス提供


	３．通所系サービス

	(1) 通所介護

	(2) 療養通所介護

	(3) 通所リハビリテーション

	(4) 通所系サービス共通（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護）
（認知症対応型通所介護のみ★）

	４．訪問系・通所系サービス共通

	５．短期入所系サービス

	(1) 短期入所生活介護

	(2) 短期入所療養介護

	６．特定施設入居者生活介護（地域密着型を含む）
	７．福祉用具貸与・特定福祉用具販売
	８．地域密着型サービス

	(1) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

	(2) 小規模多機能型居宅介護

	(3) 複合型サービス

	(4) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び複合型サー
ビス共通事項（小規模多機能型居宅介護のみ★）
	(5) 認知症対応型共同生活介護

	(6) 認知症対応型通所介護

	(7) 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

	９．介護予防サービス

	10．介護保険施設等

	(1) 介護老人福祉施設（地域密着型を含む）
	(2) 介護老人保健施設
	(3) 介護療養型医療施設

	(4) 介護保険施設等における基準費用額の見直し

	(5) 介護保険施設等入所者の口腔・栄養管理（地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護を含む。）


	11．その他

	(1) 介護職員の処遇改善
	(2) サービス評価の適正化
	(3) 地域区分


	Ⅳ 今後の課題




